
第３期宍粟市子ども・子育て支援事業計画（案）に対する 

議会意見への回答 
 

〔項目名 第４章 主要課題のまとめ 〕 

P51 １．子育て世帯の環境の変化 

④父親の育児参加に増加の兆しがあります（アンケート調査）  

〈施策検討の方向性〉 

●子どもの数は今後も減少する傾向にあり、少子化対策と連動して子どもを産み育てたいと

思える、質の高い子育て施策の展開が求められています。 

●父親の育児参加は、増加の兆しがありますがその伸びは未だ緩やかです。社会の意識改革

や事業所での子育て支援の取組を促進するための啓発等が望まれます。 

番号 意見の概要 意見に対する市の考え方 

 子どもを産み育てたいと思える、質の

高い子育て施策の展開、及び父親の育児

参加について、社会の意識改革や事業所

での子育て支援の取組み施策として、第

６章 事業計画、施策の展開に次のような

施策等の展開を提言する。 

 

  

１ ①若年層の結婚支援の充実 

結婚するかしないかは、個人の選択で

強制されるものではないが、結婚しない

理由に相手が見つからないこともあるた

め、出会いの場づくりを含め、結婚できる

環境を整える必要がある。子育ては、「お

金がかかる」「身体的、心理的に大変」と

いった負のイメージを払しょくできる結

婚・出産を含めたライフプランを考える

講座などを開催し、不安解消につなげる

取組。 

 

 

本計画は、策定方針において、子ども・

子育て支援法に基づき国が示す基本方針

「教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業の提供体制の整備並びに子ども・子

育て支援給付並びに地域子ども・子育て

支援事業及び仕事・子育て両立支援事業

の円滑な実施を確保するための基本的な

指針」に則して策定することとしており、

これに基づかない結婚支援等の方針につ

いては、具体的な記述は行っておりませ

ん。 

しかし、提言いただいた内容は、急速に

出生数の減少が進む中において、市の人

口減少対策の一環としても重要な課題で

あると認識しており、市全体としての課

題と捉え、市の実施計画等において検討

してまいります。 

２ ②父親の育児促進 

「パパさんデイ」の開催、父子手帳の発

行など、父親の育児に関わる意識を高め

 

乳幼児健診や育児の広場などの子育て

事業では、両親や父親のみの参加も徐々



る施策の展開。 に増えてきています。親同士の交流促進

や相談しやすい環境整備に向けた工夫や

配慮を継続し実施します。 

なお、提言いただいた内容を参考に計

画案 69ページ「⑲地域子育て支援拠点事

業（子育て支援センター事業）」に次の一

文を追記します。 

（追記内容） 

また、男性が子育てや家庭生活に関わ

っていく意識を高めるため、父親を対象

とした育児講座を開催するなど、父親同

士の交流や子育てに携わる機会の提供に

努めます。 

 

３ ③社会全体で子育てを支える取組の強化 

現在は、ファミサポ制度があるが、急な

用事の時などマッチングが難しいなど、

制度の見直しを求める声がある。「祖父母

手帳の発行」「孫育て講座」など、祖父母

世代に自分の孫だけでなく、地域の子ど

もたちの世話をする担い手になってもら

う施策の展開を検討されたい。 

 

ファミリー・サポート・センター事業

は、「子育てを応援してほしい人」と「子

育てを応援したい人」が助け合いの精神

のもと、育児の援助活動を行う会員制の

有償ボランティア事業です。このため、急

な依頼や無理なお願いなどで支援者の協

力が得られないときは、事業の円滑な運

営の観点から、やむを得ずマッチングを

お断りすることは十分に考えられるもの

であり、その点での制度の見直しは考え

ておりません。 

一方で、地域で助け合える社会を形成

することは、子育て分野に限らず、地域福

祉がめざすべきところであり、ご提言い

ただいた内容を参考に子育て部門として

も効果的な取組を検討してまいります。 

なお、地域子育て支援拠点事業やファ

ミリー・サポート・センター事業では、地

域住民も参加できる交流事業も実施して

います。これらの事業を通じて、子どもた

ちと地域住民との絆を深めながら、新た

な支援者の確保に向け、引き続き取り組

んでまいります。 

 

  



〔項目名 第６章 事業計画 〕 

番号 意見の概要 意見に対する市の考え方 

４ 〔基本施策 ①子育て DX の推進〕 

さまざまな子育て支援メニューが用意

されていても利用者の認知度が低ければ

施策の効果も伸びなくなる。そのため、子

育てアプリを活用して、市民が必要とす

る支援策を市が先回りして知らせるプッ

シュ型で発信する子育て支援施策を検討

し、支援の充実に繋げて欲しい。 

 

子育てアプリを多くの方に活用してい

ただけるよう、プッシュ型による積極的

な情報発信に努めてまいります。また、小

学生の子どもがいる世帯など、子育てア

プリの利用率が低い世帯に対しては、宍

粟市公式ラインアプリ等を活用した情報

発信にも努めてまいります。 

５ 〔⑯子育て世帯訪問支援事業〕 

令和７年度の確保の内容がゼロになっ

ているが、７年度中には実施体制の確保

が必要。 

 

計画内容を令和７年度中の実施に変更

します。 

 現在、市ではヘルパー事業所への事業

説明を行っている段階にあります。受入

先の調整が完了次第、速やかに受託事業

者に業務に必要な研修を実施し、令和７

年度中の業務開始をめざして取り組んで

まいります。 

６ 〔❻困難な問題を抱える子どもたちへの

支援体制の充実〕 

 市は、不登校対策として、教育支援セン

ター（さつき学級）での社会的自立に向け

た、児童生徒の支援と学校での校内フリ

ースクール、別室登校など、児童生徒の実

情に応じた支援が行われている。 

しかし、不登校対策の資源は、不十分と

考える。特に、民間レベルのフリースクー

ルとの連携を模索し、一定要件を満たす

場合には、校長が指導要録上「出席扱い」

とすることも可能となるようなフリース

クールの制度設計が必要である。民間施

設との連携も含めて、子どもたちの学び

の機会の確保、居場所の充実に努めてい

くことを記述されたい。 

また、民間調査では、「教職員との関係」

や「いじめ」など、学校生活に関係する要

因の割合が高いとの調査結果があるの

で、子どもと向き合う時間をしっかり確

 

 

本市における不登校児童生徒支援対策

として、「しそう児童生徒支援プロジェク

ト事業」を実施し、教育委員会・福祉部局・

学校・教育支援センター（さつき学級、サ

テライト教室）等の連携のもと、発達支持

的な生徒指導による不登校を生まない学

校づくりとともに、不登校児童生徒個々

の支援ニーズをもとに、学校復帰や社会

的自立に向けた組織的・計画的な不登校

対策に取り組んでいます。 

本事業において、「しそう不登校対策連

絡協議会」を開催し、不登校児童生徒の現

状を把握し、効果的な実践や事例等を幅

広く共有するとともに、学校における支

援体制や各関係機関との連携協力体制の

構築を図っています。また、教育支援セン

ター（さつき学級・サテライト教室）を運

営し不登校児童生徒等に対する学習や自



保するために支援員の拡充や教職員を増

やすことが求められる。 

立に向けた支援、不登校児童生徒保護者

等への教育相談を行ったり、青少年育成

センター・教育支援センター・スクールソ

ーシャルワーカー・公認心理師等を構成

員とする「しそう学校サポートチーム」が

学校支援を行ったりし、学校が日常的に

児童生徒を多面的・総合的に内面理解で

きるように努めています。 

不登校児童生徒支援員の配置事業につ

いては、令和７年度は小学校への配置を

拡充する予定です。不登校児童生徒に対

する校内サポートルームでの学習・生活

支援を充実させるとともに、教職員が児

童生徒たちと向き合う時間の確保に努め

ます。 

 指導要録上の「出席扱い」については、

「不登校児童生徒への支援の在り方につ

いて（通知）」（令和元年 10 月 25 日文部

科学省）「（別記）義務教育段階の不登校児

童生徒が学校外の公的機関や民間施設に

おいて相談・指導を受けている場合の指

導要録上の出欠の取扱いについて」に「不

登校児童生徒が学校外の施設において、

相談・指導を受けるとき、当該施設におけ

る相談・指導が不登校児童生徒の社会的

な自立をめざすものであり、かつ、不登校

児童生徒が自ら登校を希望した際に、円

滑な学校復帰が可能となるよう個別指導

等の適切な支援を実施していると評価で

きる場合、校長は指導要録上出席扱いと

することができる」と記されています。公

的機関に通うことが困難な場合など、本

人や保護者の希望もあり適切と判断され

る場合は、必要に応じて学校長と教育委

員会とが十分に連携しながら、子どもた

ちの学びの機会の確保、居場所の充実に

努めてまいります。 

 

 計画案 71ページ「❻困難な問題を抱え

る子どもたちへの支援体制の充実」中、



「不登校児童への支援」の記述を次のと

おり変更します。 

（変更後） 

 不登校児童への支援については、教育

委員会において「不登校児童生徒支援員」

の拡充や相談窓口の設置、スクールソー

シャルワーカー等の専門家による支援体

制の構築等に引き続き取り組むほか、宍

粟市内民間施設とも不登校児童生徒個々

の支援ニーズについて情報共有をしなが

ら、学校と民間施設との支援の方向を確

認しつつ、子どもの居場所の充実に努め

ます。また、家庭内に問題を抱える児童に

は、福祉部局と教育部局の連携のもと、子

どもや家庭が抱える問題の軽減や解消に

向け、子ども・子育て支援サービス等の利

用勧奨を行うなど必要な支援につなげま

す。 

 

 

 


